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デジタル社会の形成に向けた 

マイナンバーカードの普及拡大・利活用促進に関する提言 

 

令和３年９月１日にデジタル庁が創設され、今後、デジタル社会の形成に向けた官民

連携による施策等が加速する中、デジタル社会のパスポートである「マイナンバーカー

ドの普及」がより一層重要となる。 

しかし、全国のマイナンバーカードの普及状況は、９月３０日時点で「申請率４５．

７％」、「交付率３８．４％」となっており、「令和４年度末までに、ほぼ全国民に行き

渡ることを目指す」という国の目標に向け、さらに普及を加速する必要がある。 

カード普及の課題として、申請手続きに手間がかかる点や地方自治体が行う申請促進

活動に対する支援が十分でない点が挙げられる。市町村に対しては財政面で国からの支

援制度が設けられているが、市町村の規模によっては、申請促進の活動が十分に行えな

い場合があるほか、都道府県に対しては取得促進に係る国からの補助金がない。 

さらに、カードの利活用範囲についても、１０月から健康保険証利用の本格運用が開

始され、徐々に拡大しているが、日常生活で必要性や利便性を感じる機会はまだ少なく、

カード取得に対するインセンティブが十分に働いていないことから、さらなる利便性の

向上が必要である。 

デジタル社会の形成に向けたマイナンバーカードの普及拡大・利活用促進を図るため、

次の点について国に提言する。 

 

１ コロナに係る経済対策も兼ねた、再度の全国的なマイナポイント事業による「カー

ドの取得促進」を行うとともに、住民にとってわかりやすく手軽な手続きで実施する

こと。また、同時に、国と民間事業者が連携した出張申請サポートによる「申請支援」

や、自治体の普及促進の取組への支援を行うこと。 

 

２ スマートフォンへのカード機能搭載や運転免許証との一体化等を早期実現すると

ともに、スマートフォンを持っていない高齢者等をはじめ、カード一枚で誰もが簡単

に「ワクチン接種証明」を入手できる仕組みの構築など、十分なデジタルデバイド対

策を講じること。 
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